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【第 217 回国会】令和７年３月 14 日（金）、第３回の委員会が開かれました。 

 

１ 理事の辞任及び補欠選任 

・理事の辞任を許可し、補欠選任を行いました。 

  辞任   理事 東徹君（維新） 

  補欠選任 理事 黒田征樹君（維新）（理事東徹君今 14 日理事辞任につきその補欠） 

 

２ 地域活性化・こども政策・デジタル社会形成の総合的な対策に関する件 

・平国務大臣、三原国務大臣、伊東国務大臣、辻内閣府副大臣、仁木厚生労働副大臣、鰐淵厚生労働副

大臣、古川総務大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

（質疑者）柚木道義君（立憲）、黒田征樹君（維新）、大森江里子君（公明）、本村伸子君（共産）、東克

哉君（立憲）、阪口直人君（れ新）、福森和歌子君（立憲）、仙田晃宏君（国民）、草間剛君（自

民）、吉良州司君（有志） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

柚木道義君（立憲） 

 

（１） 石破総理の新人議員への商品券配付問題についての石破総理の責任と国民の理解 

（２） 重要広範議案である国民年金法等改正案を早期に提出する必要性 

（３） 高額療養費の負担上限額引上げの見送り 

ア 「こども未来戦略」との整合性及び「こども未来戦略」の見直しの必要性 

イ こども政策に係る「実質的な追加負担」が生じる可能性 

ウ 年収・治療費・家族構成等に応じたモデルケースを示す必要性 

 

黒田征樹君（維新） 

 

（１） 大臣所信において大阪・関西万博について言及する必要性 

（２） 地方創生 

ア 地方創生テレワーク推進事業の成果と課題 

イ 地方創生 1.0 の成果と課題 

ウ 東京一極集中是正のため、まずは２極化を目指す必要性 

（３） 地方分権を進めるための新たな委員会の設置の必要性 

 

大森江里子君（公明） 

 

 こどもへの性暴力防止 

ア 日本版ＤＢＳの制度運用ガイドライン作成の状況 

イ 小規模事業者へのサポート 

ウ 日本版ＤＢＳのシステム構築におけるセキュリティ対策の考え方 

エ 犯罪事実確認の対象者数 

 

本村伸子君（共産） 

 

 児童虐待における一時保護判定ＡＩ 

ア 導入見送りの原因 
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イ 入札過程の公正さに対する大臣の見解 

ウ 開発前の仕様書の適切性 

エ 児童福祉司の育成計画を国が定める必要性 

 

東克哉君（立憲） 

 

（１） 発達に特性があるこども・医療的ケア児の支援 

ア 児童発達支援センターとの情報共有における課題 

イ 支援の場で働く職員の処遇改善 

（２） 保育士不足への政府の認識 

ア 賃上げ及び多様な働き方の実現につながる政府の取組 

イ 保育士の不足数及び人員確保への政府の取組 

ウ 改正育児・介護休業法による保育士不足への対策 

（３） 放課後児童クラブ 

ア 待機児童の解消に向けた対策 

イ 担い手となる放課後児童支援員の平均勤続年数及び離職率を下げるための方策 

ウ 経営状況の見える化の現状及び今後の展望 

（４） 児童相談所の職員が安全に勤務できる環境を整備するための政策 

 

阪口直人君（れ新） 

 

（１） 少子化対策 

ア 少子化の進行に対する分析 

イ 諸外国の少子化対策で我が国でも効果的な施策 

（２） こどものいじめによる自殺防止対策 

（３） 人工妊娠中絶の理由に係る統計の在り方 

（４） こども家庭庁のホームページに対する自己分析 

 

福森和歌子君（立憲） 

 

（１） 地方創生 

ア デジタル田園都市国家構想交付金の成果 

イ 地方拠点強化税制の利用状況 

ウ 政府関係機関の地方移転の取組 

エ 若年層の県外転出対策 

（２） 少子化対策 

   ア 少子化の要因及び対応策 

   イ 令和６年７月に実施したこども家庭庁のアンケート調査結果の背景 

ウ 性別役割分業意識及びアンコンシャス・バイアスの解消 

エ 女性への支援策 

（３） 障害児支援体制の整備 

 

仙田晃宏君（国民） 

 

（１） 所得税法の改正への対応 

   ア 所得税法の改正に合わせたシステム改修の費目、費用及びスケジュール 
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イ システム設計に係るコストや職員の負担を踏まえ、税制をシンプルにする必要性 

（２） ガバメントクラウド 

   ア マルチパッケージ化を前提とした商品設計の必要性 

イ 令和７年度末までに標準準拠システムに移行するという当初の計画の妥当性 

ウ 標準準拠システムへの移行の完遂に向けた平国務大臣の決意 

エ 行政事務で使用する文字フォントを統一する必要性 

オ 標準準拠システム移行に係る追加のコスト負担への支援策 

（３） ＡＩを今後活用していく分野 

 

草間剛君（自民） 

 

（１） こども政策 

ア 保育士・幼稚園教諭の処遇改善 

イ こどもの自殺の増加に対する取組 

ウ こどものいじめ防止に向けた取組 

（２） 東京都隣接自治体から東京都への人口流出の現状 

（３） 特別市制度の検討状況 

（４） 指定都市における情報システム標準化に対する支援策 

（５） 過去 20 年間のデジタル政策の振り返り 

 

吉良州司君（有志） 

 

地域が主役の国づくりのグランドデザイン構想 

 


